貴重品運搬警備業務
核燃料物質等危険物運搬警備業務
２級検定模擬試験問題集
補　　　遺
令和元年８月３０日「警備業法施行規則の一部改正」により、次の
ように改正されましたので該当箇所を訂正してご使用ください。
※頁・問題は、「平成30年1月31日／改訂8版発行」のものです。
	頁
	問題
	旧
	新

	22
	14
	④　……警備員には、新任教育として基本教
育１５時間以上、業務別教育１５時間以上、　
計３０時間以上の教育を行う。
⑤　現任教育として、教育期ごとに基本教育５時間以上、業務別教育３時間以上、計８時間以上の教育が必要……
	④　……警備員には、新任教育として基本教育及び業務別教育２０時間以上の教育を行う。
⑤　現任教育として、年度ごとに基本教育及び業務別教育８時間以上の教育が必要……

	23
	15
	①　最近３年間で……現任教育は、教育期ごとに基本教育が３時間以上、業務別教育は５時間以上行う。
②　元警察官……の新任教育は、基本教育は５時間以上、業務別教育は５時間以上行う。
③　新たに警備業務に……基本的な知識及び
技能について、原則として１５時間以上行
う。
④　現に警備業務に……必要な知識及び技能
について、教育期ごとに５時間以上行う。
⑤　教育期は、４月１日から９月３０日まで
の期間及び１０月１日から翌年の３月３１
日までの期間であり、それぞれ前期、後期
としている。
	①　最近３年間で……現任教育は、年度ごと
に基本教育及び業務別教育を１０時間以上
行う。
②　元警察官……の新任教育は、基本教育及び業務別教育を５時間以上行う。
③　新たに警備業務に……基本的な知識及び
技能について教育しなければならない。
④　現に警備業務に……必要な知識及び技能
について、教育しなければならない。
⑤　年度ごとの４月１日から翌年の３月３１
日までの期間である。

	24
	16
	④　現任教育として、教育期ごとに基本教育
３時間以上、業務別教育５時間以上、計８
時間以上の教育が必要……
	④　現任教育として、年度ごとに基本教育及
び業務別教育１０時間以上の教育が必要…
…

	33
	25
	⑤　現任教育の教育期ごとに行う業務別教育
に……
	⑤　現任教育の年度ごとに行う業務別教育に
　……

	46
	36
	①　成年被後見人若しくは被保佐人又は破産
者で復権を得ないもの。
	①　破産手続開始の決定を受けて復権を得な
い者

	47
	37
	③　「破産者で復権を得ないもの」とは、破産法の規定に基づき裁判所が破産手続開始を決定した者で復権を得ていないものをい
う。　
④　「被保佐人」とは、精神上の障害によっ
て事理を弁識する能力が著しく不十分な者
で、裁判所から保佐開始の審判を受けてい
る者をいう。
⑤　「成年被後見人」とは、精神上の障害によって事理を弁識する能力を欠く常況にあるため、裁判所から後見開始の審判を受けている者をいう。
	③　「破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者」とは、破産法の規定に基づき裁判所が破産手続開始を決定した者で復権を得ていない者をいう。

④　第４号の「集団的に」とは、団体若しく
は多人数又は数人共同してという意味であ
り、「常習的に」とは、同一の行為を反復
して行うことがこれに当たる。
⑤　第５号の「命令を受けた者」とは、暴力
団員に暴力的要求行為をするよう依頼した
り、暴力団員による暴力的要求行為をその
現場で助けたため、公安委員会から再発防
止命令や中止命令を受けた者をいう。

	49
	39
	④　成年被後見人は、警備員になることができないが、被保佐人は、警備員になること　ができる。
	④　破産手続開始の決定を受けて復権を得な
い者は、警備員になることができる。

	50
	40
	①　成年被後見人、被保佐人は警備員になれない。
③　復権を得ない破産者は、警備員になれない。
	①　１８歳未満の者は、警備員になれない。
③　破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者は、警備員になれない。　

	解答と解説
	

	273
	14
	⑤の一般警備員に対する現任教育は、教育期ごとに基本教育３時間以上、業務別教育５時間以上、計８時間以上の教育が必要とされているので、誤り。
	⑤の一般警備員に対する現任教育は、年度ごとに基本教育及び業務別教育１０時間以上の教育が必要とされているので、誤り。

	
	15


	②の元警察官……の新任教育は、基本教育５時間以上、業務別教育は１５時間以上行わなければならないので、誤り。
	②の元警察官……の新任教育は、基本教育及び業務別教育を１３時間以上行わなければならないので、誤り。

	276
	25
	②は、国家公安委員会が定める……⑤の２級検定の合格証明書の交付を受けている警備員の現任教育の教育期ごとに行う業務別教育は免除されないので、誤り。
	②は、国家公安委員会が定める……⑤の２級検定の合格証明書の交付を受けている警備員の現任教育の年度ごとに行う業務別教育は免除されないので、誤り。

	280
	39

	①の「７年を経過しない者」は……④の「被保佐人」は警備員になることはできないので、誤り。⑤の……
	①の「７年を経過しない者」は……④の「破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者」は、警備員になることはできないので、誤り。⑤の……


※（成年後見制度の欠格条項を削除する法案が令和元年１２月１４日施行となる。）
２

